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資料１ 



 JEITA「下請法遵守マニュアル」の改訂・普及促進 
・「公正な取引のあり方」を示すことに重点を置いた、下請取引における遵法推進のための手引書 
 業界の実態に則した豊富な事例、ベストプラクティスを掲載 （昭和60年初版発行 以降3回改編） 
・改訂版ガイドラインおよび自主行動計画等の内容を反映し改訂版を発行（年内改訂予定） 
 業界全体ならびに他業界にも普及促進 

 電機・電子4団体による業界横断的な協働 
  ・ ＩＴエレクトロニクス業界の主要団体である電子情報技術産業協会（JEITA）、日本電機工業会（JEMA）、情報通信 

   ネットワーク産業協会）、ビジネス機械・情報システム産業協会（JBMIA)の電機・電子４団体の協働により、 
   業界の取り組み成果の向上を図る 
   ⇒ 自主行動計画の合同フォローアップ調査、講習会、各団体の取り組みの情報共有化を実施 
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 会員各社のコンプライアンス責任者向けの講習会（2018年3月 東京・大阪） 
・中小企業庁取引課長を講師に迎え、調達責任者・ＣＳＲ責任者向けの講習会を実施 
・サプライチェーンからも広く参加を募る 

 ベストプラクティスの収集・慫慂 
・取引の適正化および下請事業者との価値の協創に資する事例を収集 
・「下請法遵守マニュアル」およびＷｅｂサイトにも掲載し、広く公開 

JEITA、電機・電子業界団体における取り組み 

 下請法遵法にかかわる議論・情報交換 
各社および業界団体における長年の取り組みの中で得られた知識・経験を伝承し、下請法遵法等の 
より深い知見を養うことにより各社の核となるべき人材の育成を支援（ＪＥＩＴＡ資材管理専門委員会） 

下請法遵守マニュアル四訂版 
 平成22年（約300ページ） 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
■日本の電子部品は国際的に高い技術力、競争力を持ち、その製品はグローバル企業が提供するスマートフォン、車載機器等をはじめ、あらゆる産業のキーデバイスとして重要な役割を担っている。（資料は積層セラミックコンデンサ（MLCC）の微細化技術の例）■CPS/IoT社会実装等、ネットワーク社会の発展に欠かせないセンサ、アクチュエーターをはじめとして電子部品の果たす役割はますます大きくなっている。■電子部品産業は国内に多くの生産拠点や研究開発拠点を展開しており、雇用を通して人々の暮らしや地域経済を支え、さまざまな活動を通して地域社会の活性化や人々のつながりを支えている。■事例にあるとおり、電子部品メーカ各社は、高付加価値部品の新工場を国内に相次いで建設しており、地方の雇用創出を促し、政府の掲げる地方創生の経済政策にも貢献すると期待している。
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